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投資委員会布告 

第 Sor.8/2561 号 

件名：投資委員会布告第 2/2557 号に基づく投資奨励対象業種表の改正 

 

 仏暦 2557 年（2014 年）12 月 3日付投資委員会布告第 2／2557 号 件名：投資奨励戦略およ

び基準に引き続き、 

 最新イノベーションおよび技術産業への投資を促進するため、投資に対して適切なイノベー

ションおよびデジタルのエコシステムを創出しなくてはならない。仏暦 2520 年（1977 年）投

資奨励法第 16 条第 2段落の権限に基づき、投資委員会は以下の通り公布する。 

 

  第 1 項 仏暦 2557 年（2014 年）12月 3 日付投資委員会布告第 2／2557 号巻末の投資奨励対

象業種表の 7.9.2.4 類の文章を廃止し、下記の文章に改定する。 

 

7 類 サービス、公共事業 

業種 条件 恩典 

7.9.2.4 イノベーショ

ン・インキュベーション

センター（Innovation 

Incubation Center） 

1. 高速光ファイバー通信システム（FTTX）、連続

型予備電気供給システム、空調システム、消火

および災害防止システムなどの公共施設に投資

または提供すること。 

2. 委員会が同意したイノベーション開発のための

インキュベーター計画を有すること。 

3. エコシステム（Ecosystem）もしくはテクノロジ

ーコミュニティを設ける計画を有する。また、

プロトタイプ（Prototype）開発のためにメーカ

ー・スペース（Maker Space）またはファブリケ

ーション・ラボラトリー（Fabrication 

Laboratory）が含まれている。 

4. センターでは事業運営およびイノベーション開

A1 



ประกาศท่ี ส.8-2561 เรื่องการแกไ้ขเพิ่มเติมและปรับปรุงบัญชีประเภทกิจการที่ให้การส่งเสริมการลงทุนตามประกาศที่2-2557 

発に関する助言の専門家（Mentor）を有するこ

と。 

5. 1,000 平方メートル以上のサービスエリアを有

すること。 

6. 法人所得税免除の対象となる収入はセンター内

でイノベーション創出のサービス料が含まれて

いる。例としては、会員料、イノベーション創

出のための借地料、道具費、イノベーション創

出のためのイベント開催費用など。 

 

 第 2 項 仏暦 2557 年（2014 年）12月 3 日付投資委員会布告第 2／2557 号巻末の投資奨励対

象業種表の 7類に下記の文章を追加し、業種、条件、恩典を以下の通り定める。 

7 類 サービス、公共事業 

業種 条件 恩典 

7.9.2.5 メーカー・スペース

（Maker Space）またはファ

ブリケーション・ラボラトリ

ー（Fabrication 

Laboratory）事業 

1. イノベーションを創出またはプロトタイ

プを作成するための研究開発室を有する

こと。 

2. プロトタイプを開発するための基本道具

または設備を提供すること。例として

は、CNC マシン、3D プリンター、ウォー

ター・ジェット、ツーリング、人工知能

開発のためのソフトウェア・ツール、ペ

トリ皿、化学薬品ミキシング器具など。 

3. イノベーションまたはプロトタイプ開発

に関する助言の専門家を有すること。 

4. 高速光ファイバー通信システム

（FTTX）、連続型予備電気供給システ

ム、空調システム、消火および災害防止

システムなどの公共施設を提供するこ
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と。 

7.9.2.6 コワーキングスペー

ス（Co-Working Space）事業 

1. 2,000 平方メートル以上のサービスエリア

を有すること。 

2. 投資金額（土地代と運転資金を除く）が 1

億バーツ以上であること。 

3. 以下の事業運営の要素が揃えってるこ

と。コワーキングマネージメント（Co-

Working Management）、会員マネジメン

トシステム（Membership Management 

System）並びに支援マネジメント

（Supporting Management） 

4. 基本道具または設備を提供すること。例

としては、事務用品、コンピューター、

プリンターなど。 

5. 高速光ファイバー通信システム

（FTTX）、連続型予備電気供給システ

ム、空調システム、消火および災害防止

システム、などの公共施設を提供するこ

と。 
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直ちに有効とする。 

     発布日：仏暦 2561 年（2018 年）12月 28 日 

 

陸軍大将 

 

（プラユット・チャンオーチャー） 

投資委員会委員長 

 


